
南あわじ市の人口動向



１．人口動向の現状
－2020年の国勢調査結果まで－

※2025年の国勢調査結果の人口等基本集計結果（確定値）は
令和8年9月までに公表予定
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総人口の動向
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★南あわじ市の人口は、1990年代以降、
顕著な人口減少期にシフト
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★全国は2010年、兵庫県は2005年をピークに
人口減少期にシフト
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年齢別人口動向 ～年少人口～

★全国的に一貫した年少人口比率の低下が進行中
★南あわじ市の年少人口比率は20年間で３．２ポイント低下
★淡路島3市の中では年少人口比率は最高
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年齢別人口動向 ～生産年齢人口～
★働き手の世代である生産年齢人口比率も

一貫して低下傾向
★南あわじ市の生産年齢人口比率は

20年間で9.1ポイント低下
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年齢別人口動向 ～老年人口～

★高齢化率は一貫して上昇傾向
★南あわじ市の高齢化率は20年間12.3ポイント上昇
★3市の中では高齢化率は最低
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２．将来人口の見通し
－国立社会保障・人口問題研究所（社人研）－

※2020年の国勢調査結果までの動向を踏まえた、社人研による
人口推計（2025年以降は推計値）
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社人研による将来人口の動向

★今後も人口減少傾向は弱まることなく
続く見通し
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社人研による将来人口（変化指数）の動向

★南あわじ市の人口は、2050年までに40％近く減少の見通し
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社人研による年齢別人口推計 ～年少人口～

★少子化傾向は続くものの、南あわじ市の年少人口比率は
2035年以降は9.1～9.3％程度で推移
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社人研による年齢別人口推計 ～生産年齢人口～
★生産年齢人口比率は、一貫して低下
★南あわじ市の生産年齢人口比率は

2050年には3市の中で最低の42.2％
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社人研による年齢別人口推計 ～老年人口～

★高齢化率は今後も一貫して上昇
★南あわじ市では

2050年には人口の概ね2人に1人が高齢者
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 ここで示した社人研による推計は、2020年までの人口動向を
踏まえた推計であり、2020年以降の人口動向が加味されて
いない

 そこで、市では今後、社人研推計をベースに2020年以降の
人口動向を加味した補正を行い、市独自の将来人口の推計・
見通しを立てる予定。
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南あわじ市の財政状況



広報  
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国民健康保険
  80億3,621万円（＋2.6％）
後期高齢者医療
　 6億3,250万円（－50.0％）
介護保険
  48億4,940万円（＋3.0％）
訪問看護
        3,321万円（－34.9％）

土地開発
　　1億7,644万円（＋164.1%）
産業廃棄物最終処分
        7,191万円（－2.5％）
ケーブルテレビ
  18億6,123万円（＋381.8%）
下水道
　60億2,170万円（＋8.5％）
農業共済
    4億5,582万円（＋11.5％）
国民宿舎
　 4億5,426万円（－0.6％）
財産区４会計
        1,261万円（－9.0％）

【用語説明】❶地方交付税＝地方の財源の均衡を図るため国から交付されるお
金❷市税＝市民税や固定資産税など❸市債＝事業をする際、銀行等から借りるお
金❹国庫・県支出金＝事業に対する国・県からの補助❺地方消費税交付金＝
地方消費税の一部を財源として県が人口と従業者数で按分し、市に対して交付する
もの❻諸収入＝貸付金元利収入や預金利子など❼使用料及び手数料＝公共施設
の使用料など❽その他＝寄附金、地方譲与税、各種事業分担金、繰入金など

民生費（＋6.9％） 71億5,459万円

公債費（－3.8％） 38億5,577万円

総務費（－18.3％） 29億6,696万円

土木費（＋8.0％） 28億3,811万円

教育費（＋5.9％） 27億6,771万円

農林水産業費
（－3.3％） 22億5,619万円

衛生費（－13.7％） 16億6,925万円

消防費（＋1.2％） 9億5,639万円

商工費（＋46.2％） 5億7,203万円

議会費（－10.2％） 1億9,694万円

その他（＋90.6％） 9億1,606万円

地方交付税（－4.5％） 96億円   

市税（＋0.7％） 56億6,025万円

市債（－23.1％） 26億7,740万円

国庫支出金（＋3.1％） 21億8,014万円

県支出金（－3.2％） 20億307万円

地方消費税交付金
（＋6.1％） 8億8,400万円

諸収入（＋22.7％） 5億7,045万円

使用料及び手数料
（－6.2％） 4億4,615万円

その他（＋177.2％） 21億2,854万円

歳出 歳入

基金（貯金）残高の見込み
28年度末 市民1人当たり

一般会計 99億951万円 20万1,700円

特別会計 9億7,024万円 1万9,700円

企業会計 1億171万円 2,100円

合計 109億8,146万円 22万3,500円

【社会福祉関係】

　障害者福祉費 4,190万円　

　福祉医療費 1,680万円　

　保育所費 5,250万円　

　生活保護・扶助費 1,920万円　

【社会保険関係】

　国民健康保険事業 1,790万円　

　後期高齢者医療事業 1億150万円　

　介護保険運営事業 8,910万円　

【保健衛生関係】

　予防接種費 1,700万円　

　健康増進費 760万円　

　がん検診推進事業 50万円　

合計 3億6,400万円　

市債（借金）残高の見込み
28年度末 市民1人当たり

一般会計 353億5,124万円 71万9,500円

特別会計 23億1,417万円 4万7,100円

企業会計 281億9,918万円 57万3,900円

合計 658億6,459万円 134万500円

特別・企業会計
226億529万円

【用語説明】 収支均衡のとれた予算＝単年度の収入で支出を賄える状態のことです。

具体的には市の貯金である財政調整基金や前年度の繰越金といった臨時的な収入を見込まない予算です。

【目的別グラフ】 （　）内は、前年度比

平成28年度 一般会計当初予算 

 ２61億5,000万円
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【用語説明】❶民生費＝高齢者福祉や少子化対策など❷公債費＝借入金（市の
借金）の返済金❸総務費＝一般事務経費や市役所の管理など❹土木費＝道路や河
川・公園の整備・管理など❺教育費＝小中学校の教育内容充実や環境整備など❻
農林水産業費＝農林水産業の振興❼衛生費＝保健衛生やゴミ処理など❽消防費
＝防災対策や消防団活動など❾商工費＝商工業の振興、観光事業の促進など�議
会費＝議会の運営など�その他＝基金積立、予備費、労働費、災害復旧費など

【用語説明】 ❶補助費等＝各種団体への補助金など❷公債費＝借入金（市の借金）

の返済金❸物件費＝施設の管理費や物品の購入など❹人件費＝特別職や一般職の給与

など❺扶助費＝医療費や児童手当など❻普通建設事業費＝公共施設の建設費など❼
繰出金＝特別会計への繰出金❽その他＝基金積立金、維持補修費、災害復旧費など

※市民１人当たりの額は、平成28年２月末
　住民基本台帳人口49,136人で算出

地方消費税の増額分の充当事業
　平成 28 年度の地方消費税交付金は 8 億

8,400 万円（6.1％増）を見込みました。うち、

3 億 6,400 万円は税率引き上げによる増収分

として、使途の明確化と「社会保障施策に必

要な経費」の財源とすることとされ、平成 28

年度は以下の事業に充てています。
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これからの10年、

更なる未来を見据えて

補助費等（＋4.3％）  52億1,048万円

公債費（－3.8％） 38億5,576万円

物件費（＋8.6％） 36億5,618万円

人件費（－3.7％） 35億8,483万円

扶助費（＋1.1％） 33億5,093万円

普通建設事業費
（－12.5％） 33億1,011万円

繰出金（＋3.5％） 21億1,348万円

その他（＋66.0％） 10億6,823万円

（　）内は、前年度比

歳出

【歳入】市税の予算額は、税率変更による法人市民税の減額が

見込まれる中、新築家屋の増、償却資産の太陽光発電設備の

増等による固定資産税の増額、税率変更による軽自動車税の

増額等を見込み、2年連続前年度比増額の56億6,025万円

(0.7％増)を見込んでいます。

　歳入の36.7％を占める地方交付税は、合併後11年が経過

し、５年かけて段階的に縮小していく2年目に突入したこと、国

勢調査人口の速報値等を踏まえ、96億円(4.5%減)を見込ん

でいます。

　市債は福祉の里整備事業や道路改良事業、小学校空調設

備整備事業等の財源として26億7,740万円（23.1％減）を見

込んでいます。

【歳出】歳出では、民生費で障害者福祉費や福祉医療費、生活

保護費などの増額を見込み71億5,458万円(6.9％増)。総務

費では、デジタル防災行政無線の整備事業をケーブルテレビ

事業特別会計に移行したことにより29億6,696万円(18.3％
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14.8%
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12.8%
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【性質別グラフ】

 （　）内は、前年度比

　平成28年度の一般会計予算は、新たに大鳴門橋記念館改修事業、小学校の空調設備整備事
業などの大型事業や、ふるさと応援寄附金相当分を積み立てるための基金積立金を計上した結
果、前年度比2億7,000万円増（1.0％）の261億5,000万円となりました。６年連続して財政調整
基金に頼らない、収支均衡のとれた予算編成となっています。　　　問財政課☎43-5209

減）を見込んでいます。衛生費では上水道の高料金対策補

助金の減額を見込み、16億6,925万円(13.7％減)。商工費

は大鳴門橋記念館改修事業などの追加により5億7,203万円

（46.2％増）。教育費は小学校への空調設備整備事業、社会

体育施設の改修事業の増加により、27億6,771万円(5.9％

増)。公債費は計画的な繰上償還等により減少傾向にあり、38

億5,577万円(3.8％減)を見込んでいます。諸支出金はふるさ

とまちづくり基金積立（ふるさと南あわじ応援寄附金分）の増額

等により7億8,251万円(372.5％増）を見込んでいます。

　平成28年度予算は人口、経済、社会地域の課題に一体的に

取組むための「南あわじ市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基

本目標に基づき人口減少対策など「未来への投資」となる予算

を措置したほか、国の補正予算事業を織り込んだ平成27年度

3月補正予算と一体的に事業展開を図ります。
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備
事
業
費

の
増
な
ど
に
よ
り
前
年
度
よ
り
増
額
の

36
億
１
２
９
１
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
教
育
費
は
、
学
校
給
食
の
公
会
計

化
に
伴
う
給
食
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業
費

の
増
な
ど
に
よ
り
前
年
度
よ
り
増
額
の

30
億
７
３
１
５
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

◆
歳
入

　
市
税
は
、
個
人
住
民
税
に
お
い
て
農
業

所
得
、
給
与
所
得
の
減
に
よ
る
減
収
を
見

込
む
一
方
、
定
額
減
税
措
置
の
終
了
を

受
け
増
収
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。
法
人
税

に
お
い
て
は
電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水

道
業
の
低
調
に
よ
り
減
収
を
見
込
ん
で
い

ま
す
。
固
定
資
産
税
に
お
い
て
は
土
地
と

償
却
資
産
の
減
な
ど
に
よ
り
減
収
を
見
込

み
、
全
体
で
は
57
億
２
０
０
万
円
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　
地
方
交
付
税
の
う
ち
普
通
交
付
税

は
、
代
替
財
源
で
あ
る
臨
時
財
政
対
策

債
へ
の
振
替
額
が
５
０
０
０
万
円
減
と

な
っ
た
こ
と
や
人
件
費
等
の
需
要
額
増

が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
増
額
と
な
り
、

85
億
５
０
０
０
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
市
債
は
、
灘
黒
岩
水
仙
郷
リ
ニ
ュ
ー
ア

ル
事
業
や
大
鳴
門
橋
周
辺
環
境
整
備
事
業

の
減
な
ど
が
あ
る
一
方
で
、
防
災
行
政
無

線
更
新
事
業
、
公
園
整
備
事
業
、
広
域
ご

み
処
理
施
設
整
備
事
業
の
増
な
ど
に
よ
り

36
億
９
８
７
０
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
令
和
７
年
度
は
政
策
の
柱
で
あ
る
「
五

つ
の
行
動
」
の
そ
れ
ぞ
れ
の
施
策
レ
ベ
ル

を
引
き
上
げ
つ
つ
、「
戦
略
的
な
移
住
定

住
・
住
宅
施
策
」、「
地
域
資
源
を
活
か

し
た
観
光
振
興
」、「
魅
力
あ
る
子
育
て

環
境
の
整
備
と
社
会
参
加
支
援
」
の
３
つ

の
カ
テ
ゴ
リ
に
予
算
を
重
点
的
に
配
分
し

ま
し
た
。
重
点
化
と
継
続
性
に
配
慮
し
つ

つ
、「
人
と
地
域
の
可
能
性
を
伸
ば
す
成

長
予
算
」
と
し
て
、
一
般
会
計
予
算
額
は

３
２
９
億
７
０
０
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

令和７年度一般会計予算　　　 329 億 7,000 万円

歳入 329 億 7,000 万円歳出 329 億 7,000 万円

市税市税
57 億 200 万円57 億 200 万円

（17.3％）（17.3％）

県支出金
21 億 1,991 万円

（6.4％）

地方消費税交付金
11 億円

（3.3％）

地方譲与税　2 億 4,300 万円（0.7％）

寄附金　25 億 700 万円（7.6％）

諸収入　11 億 3,778 万円（3.5％）

繰入金　30 億 5,789 万円（9.3％）

使用料及び手数料　4 億 5,138 万円（1.4％）

民生費民生費
80 億 1,833 万円80 億 1,833 万円

（24.3％）（24.3％）

公債費公債費
30 億 855 万円30 億 855 万円

（9.1％）（9.1％）

総務費総務費
45 億 8,566 万円45 億 8,566 万円

（13.9％）（13.9％）

土木費土木費
36 億 1,291 万円36 億 1,291 万円

（11.0％）（11.0％）

農林水産業費農林水産業費
24 億 5,764 万円24 億 5,764 万円

（7.5％）（7.5％）

教育費教育費
30 億 7,315 万円30 億 7,315 万円

（9.3％）（9.3％）

衛生費衛生費
20 億 2,113 万円20 億 2,113 万円

（6.1％）（6.1％）

消防費
18 億 7,164 万円

（5.7％）

議会費　2 億 912 万円（0.6％）

商工費　13 億 6,039 万円（4.1％）

その他　27 億 5,148 万円（8.4％）

問財務課☎43-5210

※（　）内は構成比※（　）内は構成比

令和７年度予算の
詳しい内容につい
て は 上 記 二 次 元
コードからご覧く
ださい。

その他　２億 7,048 万円（0.8％）

・分担金及び負担金 1 億 5,903 万円
・財産収入 1 億 1,145 万円

その他　３億 1,200 万円（1.0％）

・法人事業税交付金 9,900 万円
・環境性能割交付金 6,700 万円　など

項　目 予算額 前年度比
国民健康保険 61 億 3,615 万円 -3.9％
後期高齢者

医療 10 億 102 万円 +12.1％

介護保険 50 億 5,945 万円 +0.5％

土地開発 365 万円 0.0％
産業廃棄物
最終処分 １億 3,597 万円 +73.2％

国民宿舎 355 万円 -84.8％

下水道 63 億 1,508 万円 +5.9％

財産区４会計 1,615 万円 -6.0％

合　計 186 億 7,102 万円 +1.5％

特別・企業会計

  基金（貯金）残高の見込み
令和７年度末 市民1人当たり

一般会計 127億1,752万円 29万1,880円

特別会計 16億9,401万円 ３万8,880円

合　計 144億1,153万円 33万760円

  市債（借金）残高の見込み
令和７年度末 市民1人当たり

一般会計 333億1,288万円 76万4,580円

特別会計 8,988万円 2,060円

企業会計 247億4,892万円 56万8,030円

合　計 581億5,168万円 133万4,670円

※市民 1 人当たりの額は、令和７年 2 月末住民基本台
帳人口 43,570 人で算出

一般会計歳出（性質別）
項　目 予算額 構成比
物件費 58 億 6,731 万円 17.8％

人件費 55 億 183 万円 16.7％

補助費等 50 億 1,193 万円 15.2％
普通建設
事業費 49 億 1,255 万円 14.9％

扶助費 35 億 29 万円 10.6％

公債費 30 億 855 万円 9.1％

繰出金 22 億 5,318 万円 6.8％

その他（注） 29 億 1,436 万円 8.9％

合　計 329 億 7,000 万円 100.0％
（注）維持補修費、予備費、積立金、投資出資貸付金、　
　 　災害復旧事業費

国庫支出金国庫支出金
28 億 6,986 万円28 億 6,986 万円

（8.7％）（8.7％）

地方交付税地方交付税
95 億円95 億円

（28.8％）（28.8％）

市債市債
36 億 9,870 万円36 億 9,870 万円

（11.2％）（11.2％） 依存財源
（60.1％）

自主財源
（39.9％）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度 
 

兵 庫 県 内 市 町 

市 町 財政の 状況 



（1）　経常収支比率の状況 【資料１】

○経常収支比率の県内市町平均は、 95.1％（R5県平均94.8％）
○経常収支比率が最も高い団体は、市では神戸市（98.7％）、町では福崎町（97.0％）
○経常収支比率が最も低い団体は、市ではたつの市（87.8％）、町では佐用町（83.6％）

　100.0%以上 （0団体）
　95.0～ 100.0%未満 （12団体）
　90.0～ 95.0%未満 （21団体）
　85.0～ 90.0%未満 （7団体）
　80.0～ 85.0%未満 （1団体）
　75.0～ 80.0%未満 （0団体）

令和６年度　兵庫県内各市町の経常収支比率の状況

豊岡市

96.1 

新温泉町
91.2 

香美町
95.7 

養父市
97.6 

朝来市
89.7 

宍粟市

93.3 

神河町

94.5 

丹波市
92.7 

丹波篠山市
94.8 

西脇市
90.1 

多可町
90.0 

三田市
93.6 

加東市
92.6 

加西市
95.7 

市川町
88.4 

姫路市
88.1 

佐用町
83.6 

たつの市
87.8 

小野市
88.0 

三木市
96.5 

上郡町

94.9 

相生市
93.9 

赤穂市
92.0 

太子町
91.8 

高砂市
90.1 

播磨町
93.8 

明石市
92.3 

加古川市
94.0 

稲美町
85.0 

神戸市
98.7 

淡路市
94.4 

洲本市
96.8 

南あわじ市
93.3 

芦屋市
92.7 

西宮市
96.7 

尼崎市
96.1 

伊丹市
93.8 

川西市
98.6 

猪名川町
88.3 

宝塚市
96.9 

福崎町
97.0 
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経常収支比率の対前年度比較
【資料２】

41：　　神戸市

40：　　川西市

39：　　養父市

38：　　福崎町

37：　　宝塚市

36：　　洲本市

35：　　西宮市

34：　　三木市

32：　　尼崎市

32：　　豊岡市

30：　　加西市

30：　　香美町

29：　　上郡町

28：丹波篠山市

27：　　神河町

26：　　淡路市

25：　加古川市

24：　　相生市

22：　　伊丹市

22：　　播磨町

21：　　三田市

19：南あわじ市

19：　　宍粟市

17：　　芦屋市

17：　　丹波市

16：　　加東市

15：　　明石市

14：　　赤穂市

13：　　太子町

12：　新温泉町

10：　　西脇市

10：　　高砂市

9：　　多可町

8：　　朝来市

7：　　市川町

6：　猪名川町

5：　　姫路市

4：　　小野市

3：　たつの市

2：　　稲美町

1：　　佐用町

■前年度から比率が増加したのは23団体、比率が減少したのは18団体
■最も減少したのは、市では相生市（▲5.0）、町では猪名川町（▲0.8）
■最も増加したのは、市では三木市（+3.0）、町では上郡町（+3.5）

太字がR6の数値

（％）
80 1009085 95

県平均（R5）94.8

全国平均（R5）92.8

県平均（R6）95.1

98.797.6

98.6 100.0

97.697.4

97.096.3

96.995.8

96.896.1

96.7 98.3

96.593.5

96.1 97.4

96.193.8

95.7 96.8

95.792.7

94.991.4

94.893.1

94.593.1

94.493.8

94.093.2

93.9 98.9

93.892.5

93.8 93.9

93.6 95.4

93.392.2

93.3 94.1

92.7 94.6

92.790.9

92.691.1

92.3 92.5

92.0 92.5

91.889.8

91.290.3

90.1 90.8

90.1 91.3

90.0 90.2

89.7 89.9

88.487.5

88.3 89.1

88.187.7

88.0 90.6

87.887.2

85.0 85.5

83.683.4
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　経常収支比率とは、財政状況を示す指標。
比率が高いほど、人件費や扶助費などの義務
的経費に充てられる割合が高く、自由に使え
る財源が少ないことを意味します。



(2)　実質公債費比率の状況 【資料３】

○実質公債費比率の県内市町平均は、 6.1％（R5県平均 6.1％）
○実質公債費比率が25%以上及び18%以上の団体は、なし
○実質公債費比率が最も高い団体は、市では丹波篠山市（14.9％)、町では上郡町（13.9％)
○実質公債費比率が最も低い団体は、市では加古川市（1.9％)、町では佐用町（1.1％)

（0団体）
（1団体）
（13団体）
（27団体）

　10.0～14.0%未満
　10.0%未満

令和６年度　兵庫県内各市町の実質公債費比率の状況

　18.0%以上
　14.0～18.0%未満

豊岡市
13.6 

新温泉町
11.0 

香美町
11.4 

養父市
8.5 

朝来市
9.8 

宍粟市
6.6 

神河町
12.1 

丹波市
6.2 

丹波篠山市
14.9 

西脇市
10.3 

多可町
11.2 

三田市
4.1 

加東市
6.3 

加西市
9.8 

市川町
9.7 

福崎町
13.2 

姫路市
3.7 

佐用町
1.1 

たつの市
7.3 

小野市
7.7 

三木市
7.1 

上郡町
13.9 

相生市
10.0 

赤穂市
8.9 

太子町
11.4 

高砂市
4.9 

明石市
3.9 

加古川市
1.9 

稲美町
5.5 

神戸市
4.9 

淡路市
13.2 

洲本市
12.3 

南あわじ市
12.8 

芦屋市
8.4 

西宮市
5.0 

尼崎市
8.0 

伊丹市
4.3 

川西市
7.9 

猪名川町
2.8 

宝塚市
5.5 

※ 実質公債費比率25％以上35％未満の地方公共団体 ：早期健全化団体となり、財政健全化計画を策定し、その内容及び実施状況に応じて起債を許可

※ 実質公債費比率が18％以上25％未満の地方公共団体 ：公債費負担適正化計画の内容および実施状況に応じ、起債を許可

播磨町
2.9 
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実質公債費比率の対前年度比較
【資料４】

41：丹波篠山市

40：　　上郡町

39：　　豊岡市

37：　　淡路市

37：　　福崎町

36：南あわじ市

35：　　洲本市

34：　　神河町

32：　　太子町

32：　　香美町

31：　　多可町

30：　新温泉町

29：　　西脇市

28：　　相生市

26：　　加西市

26：　　朝来市

25：　　市川町

24：　　赤穂市

23：　　養父市

22：　　芦屋市

21：　　尼崎市

20：　　川西市

19：　　小野市

18：　たつの市

17：　　三木市

16：　　宍粟市

15：　　加東市

14：　　丹波市

12：　　宝塚市

12：　　稲美町

11：　　西宮市

9：　　神戸市

9：　　高砂市

8：　　伊丹市

7：　　三田市

6：　　明石市

5：　　姫路市

4：　　播磨町

3：　猪名川町

2：　加古川市

1：　　佐用町

■前年度から比率が増加したのは12団体、比率が減少したのは26団体、増減なしは３団体
■最も増加したのは、市では芦屋市（+0.7）、町では香美町（+1.2）
■最も減少したのは、市では相生市（▲1.1）、町では多可町（▲0.7）

太字がR6の数値

（％）

▲5.0 20.05.00.0 10.0

県平均（R5）6.1 県平均（R6）6.1
全国平均（R5）5.6

15.0

14.9 15.4

13.9 14.2

13.6 14.1

13.2 13.6

13.212.3

12.8 13.0

12.3 12.8

12.111.9

11.411.3

11.410.2

11.2 11.9

11.0 11.2

10.3 10.4

10.0 11.1

9.8 10.1

9.8 10.7

9.79.5

8.9 9.5

8.5 8.8

8.47.7

8.0 8.1

7.9（増減なし）

7.7 8.1

7.37.2

7.16.4

6.6 7.0

6.3 6.6

6.2 6.8

5.55.0

5.5 5.7

5.04.7

4.9（増減なし）

4.9 5.2

4.3 4.6

4.1 5.1

3.9 4.3

3.73.5

2.92.2

2.8（増減なし）

1.9 2.0

1.1 1.7
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「実質公債費比率」とは、地方公共団体に
入ってくるお金（税金や地方交付税など）の
うち、どれくらいの割合が借金（地方債）の
返済に使われているかを示す指標



(3)　将来負担比率の状況 【資料５】

○将来負担比率の県内市町平均は、17.0％（R5県平均21.5％）
○将来負担比率が350%以上（早期健全化団体）の団体は、ない。
○将来負担比率が最も高い団体は、市では川西市（71.6％)、町では上郡町（106％)
○将来負担比率が最も低い団体は、市では朝来市（-75.5％)、町では佐用町（-159.7％)

（0団体）
（0団体）
（1団体）
（22団体）
（18団体）　0.0％未満

  0.0～100.0%未満

令和６年度　兵庫県内各市町の将来負担比率の状況

　350.0%以上
　200.0～350.0%未満
　100.0～200.0%未満

豊岡市
13.9 

新温泉町
18.9 

香美町
17.6 

養父市

朝来市

－(▲75.5)

宍粟市
48.9 

神河町
38.8 

丹波市

－(▲55.2)

丹波篠山市
59.3 

西脇市

多可町

三田市
加東市

市川町
65.0 

福崎町
88.8 

姫路市

佐用町

たつの市

－(▲60.1)
小野市

三木市
15.6 

上郡町
106.0 

相生市
49.4 

赤穂市
66.7 

太子町
14.2 高砂市

45.6 

播磨町
明石市
19.9 

加古川市

稲美町

神戸市
64.5 

淡路市
36.7 

洲本市
38.3 

南あわじ市
35.5 

芦屋市
30.5 

尼崎市
－(▲7.7)

伊丹市

川西市
71.6 

猪名川町

宝塚市
－(▲67.3)

※ 将来負担比率が350％以上（政令市においては400％以上）の地方公共団体は、早期健全化団体となり、財政健全化計画を定めなければならない。

※ 将来負担比率について、公債費充当可能財源等が将来負担額を上回るため比率が算定されない団体は、「－」で表示

（括弧書きで、公債費充当可能財源等の超過率を参考表示）

－(▲54.6)

－(▲159.7)

－(▲48.5)

－(▲42.2)

－(▲62.5)

－(▲63.7)

－(▲71.8)

－(▲24.7)

－(▲44.0)

西宮市
－(▲4.3)

加西市
－(▲30.4)

3.3 

－(▲11.9)

－(▲6.2)

4.2 
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将来負担比率の対前年度比較
【資料６】

41：　　上郡町

40：　　福崎町

39：　　川西市

38：　　赤穂市

37：　　市川町

36：　　神戸市

35：丹波篠山市

34：　　相生市

33：　　宍粟市

32：　　高砂市

31：　　神河町

30：　　洲本市

29：　　淡路市

28：南あわじ市

27：　　芦屋市

26：　　明石市

25：　新温泉町

24：　　香美町

23：　　三木市

22：　　太子町

21：　　豊岡市

20：　　多可町

19：　　姫路市

18：　　西宮市

17：　　小野市

16：　　尼崎市

15：　　西脇市

14：　　稲美町

13：　　加西市

12：　加古川市

11：　　三田市

10：　　加東市

9：　　養父市

8：　　丹波市

7：　たつの市

6：　　播磨町

5：　猪名川町

4：　　宝塚市

3：　　伊丹市

2：　　朝来市

1：　　佐用町 - ( ▲ 138.3 → ▲ 159.7)

- ( ▲ 70.9 → ▲ 75.5)

- ( ▲ 69.5 → ▲ 71.8)

- ( ▲ 1.0 → ▲ 4.3)

- ( ▲ 1.5 → ▲ 6.2)

- ( 2.8 → ▲ 7.7)

- ( ▲ 2.5 → ▲ 11.9)

- ( ▲ 25.7 → ▲ 24.7)

- ( ▲ 32.0 → ▲ 30.4)

- ( ▲ 45.0 → ▲ 42.2)

- ( ▲ 47.0 → ▲ 44.0)

- ( ▲ 73.5 → ▲ 48.5)

- ( 1.9 → ▲ 67.3)

- ( ▲ 51.2 → ▲ 54.6)

- ( ▲ 54.0 → ▲ 55.2)

- ( ▲ 43.4 → ▲ 60.1)

- ( ▲ 79.2 → ▲ 62.5)

- ( ▲ 65.1 → ▲ 63.7)

■前年度から比率が増加したのは11団体、比率が減少したのは30団体、増減なしは０団体
■最も増加したのは、市では赤穂市（+6.7）、町では福崎町（+21.4）
■最も減少したのは、市では淡路市（▲18.9）、町では神河町（▲12.9）

（％）

0 20010050 150

県平均（R5）21.5

全国平均（R5）6.3

県平均（R6）17.0

106.0 108.2
88.867.4

71.6 73.4
66.760.0

65.0 69.5
64.562.6

59.3 76.1
49.4 62.2
48.9 54.8

45.6 51.6
38.8 51.7
38.3 41.3
36.7 55.6
35.5 48.6

30.5 48.6
19.9 21.5
18.9 22.6
17.6 24.1
15.6 17.1
14.2 20.1
13.9 27.2

4.2▲13.8
3.3 9.6

【参考】

網掛部分は将来負担比率

が負の数のもの
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「将来負担比率」とは将来的に負担すべき
実質的な負債が、その団体の財政規模に対して
どのくらいの割合であるかを示す指標



（4）　財政調整基金残高の状況 【資料７】

○財政調整基金残高の県内市町合計は、2,224.0億円
○財政調整基金残高が最も多い団体は、市では西宮市（152.3億円）、町では稲美町（52.8億円）
○財政調整基金残高が最も少ない団体は、市では丹波篠山市（15.8億円）、町では上郡町（8.2億円）

（7団体）
（9団体）
（16団体）
（9団体）

　25億円未満かつ （5団体）
　標準財政規模に占める割合が20%未満

　50～ 100億円未満
　25～ 50億円未満
　25億円未満

令和６年度末　兵庫県内各市町の財政調整基金残高の状況

　100億円以上

豊岡市
61.0 

新温泉町
22.5 

香美町
39.3 

養父市
25.0 

朝来市
49.3 

宍粟市
33.8 

神河町
18.3 

丹波市
50.5 

丹波篠山市
15.8 

西脇市
53.0 

多可町
32.9 

三田市
49.1 

加東市
56.0 

加西市
42.6 

市川町
9.3 

福崎町
9.8 

姫路市

146.0 

佐用町
25.9 

たつの市
91.5 

小野市
48.0 

三木市
28.8 

上郡町
8.2 

相生市
17.3 

赤穂市
31.7 

太子町
31.5 

高砂市
61.4 

播磨町
34.5 

明石市
100.3 

加古川市
72.0 

稲美町
52.8 

神戸市
141.8 

淡路市
30.2 

洲本市
36.4 

南あわじ市
26.0 

芦屋市
145.5 

西宮市

152.3 

尼崎市
136.5 

伊丹市
139.4 

川西市

20.2 

猪名川町
14.7 

宝塚市
63.1 

(3.1%)

(11.4%)

(12.5%)

(27.7%)

(14.1%)

(14.3%)
(53.1%)

(29.6%)

(20.1%)

(34.9%)

(22.3%)

(13.2%)
(23.4%)

(44.1%)

(13.0%)

(14.4%)

(27.3%)

(5.9%)
(39.0%)

(20.2%)
(34.5%)

(11.3%)

(22.4%)

(23.7%)

(16.1%)

(40.3%)

(18.0%)

(22.8%)

(43.3%)

(41.3%)

(19.6%)

(69.4%)

(43.9%)

(23.1%)

(16.7%)

(32.5%)

(39.0%)

(15.9%)

(30.6%)

(47.1%)

(45.7%)

(カッコ内数値は財政調整基金残高/標準財政規模)
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財政調整基金は、地方公共団体が
年度によって変動する財源の不均
衡を調整するために設けている
積立金。一般家計で例えると貯金
にあたります



財政調整基金残高の対前年度比較
【資料８】

41：　　西宮市 (14.3%)

40：　　姫路市 (11.4%)

39：　　芦屋市 (53.1%)

38：　　神戸市 (3.1%)

37：　　伊丹市 (29.6%)

36：　　尼崎市 (12.5%)

35：　　明石市 (14.1%)

34：　たつの市 (41.3%)

33：　加古川市 (13.2%)

32：　　宝塚市 (13.0%)

31：　　高砂市 (27.3%)

30：　　豊岡市 (22.3%)

29：　　加東市 (43.3%)

28：　　西脇市 (44.1%)

27：　　稲美町 (69.4%)

26：　　丹波市 (23.7%)

25：　　朝来市 (40.3%)

24：　　三田市 (20.2%)

23：　　小野市 (39.0%)

22：　　加西市 (34.5%)

21：　　香美町 (47.1%)

20：　　洲本市 (27.7%)

19：　　播磨町 (43.9%)

18：　　宍粟市 (22.8%)

17：　　多可町 (45.7%)

16：　　赤穂市 (23.4%)

15：　　太子町 (39.0%)

14：　　淡路市 (18.0%)

13：　　三木市 (14.4%)

12：南あわじ市 (16.1%)

11：　　佐用町 (30.6%)

10：　　養父市 (22.4%)

9：　新温泉町 (34.9%)

8：　　川西市 (5.9%)

7：　　神河町 (32.5%)

6：　　相生市 (20.1%)

5：丹波篠山市 (11.3%)

4：　猪名川町 (19.6%)

3：　　福崎町 (16.7%)

2：　　市川町 (23.1%)

1：　　上郡町 (15.9%)

■前年度から比率が増加したのは23団体、比率が減少したのは16団体、増減なしは２団体
■最も増加したのは、市では伊丹市（+38.4億円）、町では香美町（+1.7億円）
■最も減少したのは、市では西宮市（▲16.2億円）、町では播磨町（▲4.8億円）

（億円）

0.0 200.0100.050.0 150.0

(カッコ内数値は財政調整基金残高/標準財政規模)

152.3 168.5
146.0145.5
145.5135.5

141.8 147.3

139.4101.0

136.5131.4

100.399.5

91.580.5

72.069.6
63.1 68.2

61.456.3

61.058.7
56.0 61.8

53.051.8
52.8 53.0

50.548.8

49.347.7

49.146.8
48.044.2

42.642.0

39.337.6

36.433.2
34.5 39.3

33.830.3

32.9（増減なし）
31.731.6

31.5 31.7

30.2 30.8

28.8 31.5

26.0 27.1

25.9 26.5

25.0 25.1
22.5 23.3

20.2（増減なし）
18.3 19.0

17.314.2

15.8 17.2

14.713.9
9.8 12.7

9.39.2

8.27.6
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（5）税徴収率の状況 【資料９】

○徴収率の県平均は、97.9％（R5県平均97.7％）
○徴収率が最も高い団体は、市では西宮市（98.8％）、町では猪名川町、佐用町、香美町（98.8％）
○徴収率が最も低い団体は、市では丹波篠山市、加東市（95.6％）、町では太子町（95.1％）

99.0％以上 （0団体）
97.9％以上99.0％未満 （14団体）
97.0％以上97.9％未満 （11団体）
96.0％以上97.0％未満 （10団体）
95.0％以上96.0％未満 （6団体）
95.0％未満 （0団体）

令和６年度　兵庫県内各市町の徴収率（個人市町村民税）の状況

豊岡市
97.4 

新温泉町
97.3 

香美町
98.8 

養父市
96.8 

朝来市
95.9 

宍粟市
96.2 

丹波市
97.6 

丹波篠山市
95.6 

西脇市
97.9 

多可町
97.9 

三田市
98.5 加東市

95.6 

加西市
97.4 

市川町
97.1 

福崎町
97.2 

姫路市
97.4 

佐用町
98.8 

たつの市
98.1 

小野市
97.6 

三木市
96.7 

上郡町
98.3 

相生市
96.3 

赤穂市
96.2 

太子町

95.1 
高砂市

95.8 

播磨町
96.8 

明石市
97.5 

加古川市

98.3 

稲美町
95.9 

神戸市

98.2 

淡路市
97.2 

洲本市

97.7 

南あわじ市
96.2 

芦屋市
96.5 

尼崎市
96.4 

伊丹市

98.6 

川西市
98.3 

猪名川町
98.8 

宝塚市
98.2 

神河町
96.2 

西宮市
98.8 
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徴収率（個人市町民税）の対前年度比較
【資料10】

1：　　香美町

1：　　佐用町

1：　　西宮市

1：　猪名川町

5：　　伊丹市

6：　　三田市

7：　　上郡町

7：　加古川市

7：　　川西市

10：　　神戸市

10：　　宝塚市

12：　たつの市

13：　　西脇市

13：　　多可町

15：　　洲本市

16：　　小野市

16：　　丹波市

18：　　明石市

19：　　姫路市

19：　　豊岡市

19：　　加西市

22：　新温泉町

23：　　淡路市

23：　　福崎町

25：　　市川町

26：　　播磨町

26：　　養父市

28：　　三木市

29：　　芦屋市

30：　　尼崎市

31：　　相生市

32：　　赤穂市

32：　　宍粟市

32：　　神河町

32：南あわじ市

36：　　稲美町

36：　　朝来市

38：　　高砂市

39：　　加東市

39：丹波篠山市

41：　　太子町

■前年度から比率が増加したのは22団体、比率が減少したのは９団体、増減なしは10団体
■最も増加したのは、市では芦屋市（+1.1%）、町では猪名川町（+0.8%）
■最も減少したのは、市では宍粟市（▲0.3%）、町では太子町（▲0.3%）

太字がR6の数値

（％）

91.0 99.095.093.0 97.0

県平均（R5）97.7

全国平均（R5）97.7

県平均（R6）97.9

98.8（増減なし）
98.8（増減なし）

98.898.7
98.898.0

98.6（増減なし）
98.5 98.6

98.3（増減なし）
98.398.0
98.398.0

98.298.1

98.298.1
98.1 98.2

97.997.8
97.9（増減なし）

97.7 97.8

97.697.5
97.6(増減なし)

97.597.4

97.4（増減なし）
97.497.3

97.4（増減なし）
97.396.7
97.297.0

97.2 97.4

97.196.9

96.896.6
96.8 96.9

96.796.6

96.595.4
96.496.2

96.3 96.5

96.2（増減なし）

96.2 96.5
96.2（増減なし）

96.296.0
95.995.4
95.995.6

95.8 96.0

95.695.3
95.695.4

95.1 95.4
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令和７年９月 

 

兵庫県総務部市町振興課 


